
  
 
 
 
 
 

 

 

 

平成１９（２００７）年、福岡市議に初当選以来４期。 

常に現場第一主義で活動してきた松野たかし議員の 

多彩な実績の中から主なものを紹介します。 

 

 

 

▶青パトへの支援（車検代金助成１０万円、 

軽自動車税の免除）を実現 
 

 現在、福岡市内の小学校区ごとに自治協議会などが中心となって運行している青パトは地域

の防犯・防災、交通安全などに大きな役割を果たしています。松野議員は平成 18（2006）年

に南区で最初に青パト活動を始めた西高宮校区の関係者からの要望を受け、名古屋市、京都市、

堺市など先進地の実情を調査したうえで、平成 20（2008）年６月議会で軽自動車税の免除を

はじめとする青パト活動への財政支援を強く要望。 

 この結果、平成 22 年から車検費用として１０万円の助成と軽自動車税の免除が実現しまし

た。 

 

▶全小中学校への防犯カメラの設置 

 大阪府池田市の小学校無差別殺傷事件（平成 13年）をはじめ、全国各地で小中学校への不審

者侵入などが相次ぎ、福岡市南区でも学校近くで暴力団の発砲事件などが起きたことを受け、松

野議員は平成 22（2010）年６月議会で、全小中学校への防犯カメラ設置を主張。特に、東京

都目黒区や千葉市などが防犯カメラ設置で大きな効果を上げていることなどを指摘、市教育委

員会の責任で全小中学校への防犯カメラ設置を提案しました。 

 この結果、平成 26年までには福岡市の全小中学校への防犯カメラ設置が実現し、現在、防犯

カメラ機材の更新を計画しております。 
 
 

 
 

▶福岡市社会福祉協議会による 

地域福祉ソーシャルワーカーの各区への配置 
  

 

福岡市議会議員（南区） 

松野たかしの主な実績 
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世界でも類のない超高齢社会となったわが国では、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生活

し続けるためには、「住まい・医療・介護・予防・生活支援」の５つが一体的に提供される仕組

みをつくることが大切です。このために厚生労働省では、その柱として地域包括ケアシステムの

構築と生活支援コーディネーターの配置を進めています。 

 これを受けて松野議員は平成 29（2017）年９月議会などで、先進都市の調査などを踏まえ

て、「福岡市では社会福祉協議会による地域福祉ソーシャルワーカーを各区に配置することが適

切」などと提案。この結果、令和元年までに松野議員の主張通り、各区に地域福祉ソーシャルワ

ーカー（兼生活支援コーディネーター）が配置されることになりました。 

 

▶ノンステップバスの大幅導入を推進 

全国的に交通バリアフリー化が進められているなか、福岡市では高齢者や障がい者などの要

望が強いノンステップバスの導入が遅れぎみでした。このため、松野議員は平成２５（2013）

年３月議会で、国と市で協調して行う助成金拡大でノンステップバスの普及促進を主張しまし

た。 

この結果、平成 25 年当時で 123 台だったノンステップバスが令和 2 年度末には 555 台

へと大幅に拡充されました。 

 

▶強度行動障がい者入居施設『か～む』の設置促進 

 深刻なパニック障害を起こす強度行動障がい者への対応は、拠点施設や家族への支援体制の

不備などによって、本人はもとより家族にとっても深刻な課題なっていました。平成１６（2004）

年には強度行動障害によるパニック症状が頻発する重度の入所者に対して施設職員が３年間に

わたって虐待していた旧カリタスの家事件も発生していました。 

 このため、松野議員は平成 25（2013）年３月議会で、こうした強度行動障がい者や家族の

実態を詳しく紹介するとともに、政令市初の強度行動障がい者の総合支援センターをつくった

札幌市の調査結果などを踏まえて、民間施設など既にある人や物など社会資源を有効に生かし

ながら本人や家族へのケア、人材育成、入所などの機能を持つ拠点施設整備を進めるよう主張。 

この結果、平成 27年には、福岡方式ともいうべき「障がい者地域生活・行動支援センター 

『か～む』」が開設されました。 

 

▶南部療育センターの設置促進 

 福岡市は、市南部地域の就学前障がい児支援施設の拠点となる「南部療育センター（仮称）」

を旧南福岡養護学校跡地（博多区三筑）に設置することにしています。療育センターは、就学前

障がい児に関する相談や診断、療育のほか居宅訪問型支援などを一体的に行うもので、令和７

（2025）年度の開所を目指しています。 

 同センター整備は、松野議員がかねてから推進していたもので、特に平成 24（2012）年６

月議会で、肢体不自由児施設「あゆみ学園」が設立後４０年以上を経過しており、市南部地域が

療育施設の空白地帯になっていることなどを指摘、南部療育センターの設置を強く主張してい

ました。  
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▶グリーンボンド（環境債）の発行を実現 

 松野議員は令和３（2021）年３月議会で、脱炭素社会の実現に向けて、環境事業に資金を使

うことに限定したグリーンボンド（環境債）の発行を提案。福岡市も具体的に取り組むことを約

し、令和３年度事業として雨水整備レインボープランなどで５０億円を発行し、その後もグリー

ンボンドの活用に取り組んでいます。 

 また、松野議員は令和４（2022）年６月議会でも、脱炭素社会実現に向けて、環境教育やイ

ノベーション創出、脱炭素技術を持つ企業への支援強化などを訴えました。これに対し、高島市

長らは「産学官連携による研究開発の促進や脱炭素分野のスタートアップの支援などに取り組

む」と回答しています。 

 

▶ＦＣＶ車購入時の補助金制度導入 

  福岡市では、電気自動車等の普及により地球温暖化対策を進めるため、電気自動車（EV）・ 

プラグインハイブリッド自動車（PHEV）・燃料電池自動車（FCV）の購入経費の一部を助成。 

松野議員はこのうち FCV 車の購入経費助成を強く求め、令和 3 年度より福岡市在住の個人に

対し 60万円の補助を開始。更に、FCV車の更なる普及拡大のための助成拡大も求め、令和 4

年度より、個人以外の事業者とリース会社にも補助対象を拡大しました。 

 

 

 

 

▶全小中学校にエアコン設置 

 地球温暖化の進行で夏場の気温が急上昇し学校現場では熱中症などによる児童生徒の緊急搬

送が相次いでいました。そこで松野議員は平成 25（2013）年９月議会で、平成 18（2006）

年に全小学校にエアコンを設置した京都府での調査結果を引きながら、ＰＦＩ方式で全小中学

校へのエアコン設置を前倒しで実現するよう強く求めました。 

 この結果、市も計画を前倒しして平成 28 年度まで２年間で全小中学校へのエアコン設置を

完了しました。 

 

▶西高宮小学校の第２運動場を整備 

 西高宮校区は近年、人口が急増し西高宮小学校では１人当たりの運動場面積が 4.22 ㎡と市

内で最も狭くなっていることから、松野議員は平成 24（2012）年１０月の決算特別委員会や

平成 29（2017）年９月議会で、隣接地の民間地（元九州電力社宅）を第２運動場として活用

するよう提案。福岡市教育委員会などが九電との協議を重ねた結果、平成 31 年 3 月から同地

を市が借り受け、西高宮小学校の第２運動場として利用できるようになりました。  
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▶宿泊税導入と同税を活用した観光、MＩC E対策などの推進 

 福岡市では令和２（2020）年度から宿泊税が導入されました。これは公明、自民など主要４

会派でつくる「議員提案条例研究会」が１５回の勉強会や先進地視察、有識者へのヒヤリング、

総務省との意見交換などを精力的に展開。平成 30（2018）年９月議会で、松野議員が条例研

の座長として研究会を代表して提案理由説明を行い、宿泊税導入を盛り込んだ市観光振興条例

を賛成多数で可決成立させていました。 

 この結果、初年度の令和２年には５億７千万円の宿泊税収入があり、全額が九州のゲートウエ

イとしての都市機能強化、大型ＭＩＣＥ等の集客拡大策などの観光振興に使われています。 

 

▶旅行会社救済へ修学旅行キャンセル料の福岡市負担実現 

 松野議員は令和３（2021）年１０月の決算特別委員会で、新型コロナウイルス感染症で国内

旅行会社が大きな影響を受けているとして支援対策強化を訴えました。なかでも修学旅行の中

止や変更に伴うキャンセル料が旅行会社負担になっているケースもあることから、保護者の負

担軽減や観光関連業者救済のため、キャンセル料は市が負担すべきと訴えました。これに対し、

市も地方創生臨時交付金の活用も含め検討すると回答し、キャンセル料の市負担が決まりまし

た。 

 

 

 

▶性的マイノリティ支援のパートナーシップ宣誓制度導入 

 松野議員は、平成 29（2016）年 9月議会で、LGBT等、性的マイノリティに対する差別や

偏見などに苦しむ子どもたちやストレスや体調不良を来す当事者の苦しみ等への支援として、 

東京都渋谷区や札幌市等が導入していたパートナーシップ制度（自治体が当事者のパートナー

関係を公的に証明する制度）を福岡市にも制定を求め、平成 30年 4月に制度開始されました。 

 

▶空き家の有効活用（地域活動拠点など） 

 高齢社会の進展や少子化などによる人口減少に伴って、各地で空き家が増加しています。一方

で地域ではコミュニティーの拠点や福祉活動の場としての空き家などの活用も求められていま

す。 

 地域共生社会の実現に向けて研究・調査を続けている松野議員は、先行諸都市の視察などを踏

まえ、平成 30（2018）年 10月の決算特別委員会や令和２（2020）年９月議会などで、空

き家の福祉的活用の推進とそのための家主への固定資産税減免の拡充などを提案。市も前向き

に取り組むことを約し、令和 3年度から固定資産減免制度の拡充を進めています。 
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